








































中国国家統計局は 年 月 日、 年の経済成長率が ％だったと発表した ）。









経済の体温となる物価上昇率も低水準。 年の消費者物価指数（ ）上昇率は ％
であった ）。明らかに景気の減速を映し出している。無論、中国当局が目標数値とする
％を大きく下回る。卸売物価指数については、すでにデフレ状態にある。すなわち




そこで、 年 月 日、中国人民銀行（中央銀行）は基準金利を引き下げた。貸出金利
（期間 年）は ％引き下げて ％に、預金金利（同）は ％引き下げて ％にした ）。
利下げで景気の下支えを狙った格好だ。景気減速の震源地が住宅市況であることから、住宅
市場の再浮上を狙う利下げだと解釈できる。
加えて、中国人民銀行は 年 月 日、預金準備率（中央銀行が市中銀行から預かる資
金の比率）を ％引き下げると発表した ）。これで大手金融機関の標準預金準備率は
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さらに、 年 月末日、中国人民銀行は追加利下げに踏み切る ）。期間 年の貸出金利
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が創出された（ 年実績）。サービス業の拡大が背景にあるという ）。事実、 年以
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）理財商品（信託商品が中心）とは高利回りの資産運用商品。シャドーバンキング（影の銀行）の代表
格。理財商品を通して集められた資金は不動産市場に流入し、不動産価格の高騰を招いている。元本保証
























け がトップに立つ。分野別では農業・食品 億ドル、エネルギー 億ドル、不動産















） 日本経済新聞 年 月 日号。





























中国が資本金 億ドルの大半を拠出して、アジアインフラ投資銀行（ ）が 年
に創設される。アジア太平洋地域のインフラ整備を支援する国際金融機関である。本部は北
京に置かれる。すでに カ国が 参加を表明した ）。
すべての道はローマに通ず とは今は昔の話。中国の野望は すべての道は北京に通じ
る インフラ整備に具現される。欧州から中央アジアを経由して中国に至る陸路、中東から
























は既存の世界銀行（ ）やアジア開発銀行（ ）に対抗できるのか。 と
の差別化を図るため、日本と米国が主要出資国の は民間企業との協力に力を入れる。
の試算によると、アジア地域が必要とするインフラ整備資金は 年までで 兆ドル











国など。英国は 年 月 日に 参加を表明、主要 カ国（ ）で初めての参加表明（ 日本経済
新聞 年 月 日号）。
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％、ユーロ ％、日本円 ％、英ポンド ％、カナダドル ％、オーストラリア












習主席は 年 月 日、インドを公式訪問、モディ首相の故郷・グジャラート州とマハ
ラシュトラ州に中国企業専用の工業団地を開設することで合意した ）。 年中に 億ドル
をグジャラート州に投資する計画だったという。中国人の居住区を建設する計画もある。一
方、インドの狙いは投資の担い手である中国企業を呼び込んで、対中国貿易赤字（印中両国
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％、英ポンド ％、日本円 ％、オーストラリアドル ％、カナダドル ％、人民元 ％、そ
の他 ％（ ）。
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際テロ組織アルカイダ系 アラビア半島のアルカイダ（ ） 双方からの脅威に脅え
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切る。軍事費は 年予算で中国が 億ドル、ロシアが 億ドルと中国が大幅に上回
る。ただ、経済規模や人口規模を考慮すると、ロシアが軍事大国だと診断できよう。海軍に



















国の場合は、対前年比で ％増と日本の同 ％増に比べて軍拡が加速している ）。残念
ながら、日本単独で軍事大国・中国の軍事力に勝てない。米国の軍事力に依存するのが現実
だ。それだけに、日米同盟は日本にとって必要不可欠なのである。
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中国政治・経済の新視点（中津）
外国直接投資（ ）は 年実績で中国の対日投資が 億 万ドルと対前年比で
％増であったのに対して、日本の対中投資は 億ドル、対前年比で ％のマイナスを記
録している。中国の対外投資が増加しているのは対日投資だけではない。 年 月期
実績で中国の対外投資額は 億ドル、対前年同期比で ％増を記録した ）。激増してい
ることがわかる。











































に乗って建設資金を調達するためである。 年 月末時点の融資平台債務残高は 兆
億元（ 兆円）に達する。このうち ％に相当する 兆元に関しては、地方政府が償
還責任を負う。残余の ％については、危機時に救済する可能性があると位置付けられてい
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場 であり、 世界の市場 である。しかし、その 工場 も 市場 も変化している。中
国企業も外国企業もこの変化に対応している途上といえる。
折しも、 年 月上旬、厳戒態勢が敷かれるなか、第 期全国人民代表大会（全人代、
国会に相当））の第 回会議が北京の人民大会堂で開催された。その冒頭、李克強首相が恒
例の所信表明演説となる政治活動を報告した。その骨子は以下のとおりである。 日本経済
新聞 （ 年 月 日号夕刊）に掲載された内容を転載する。
・ 年の目標は実質経済成長率が 年より ポイント低い ％前後、消費者物価上
昇率は同 ポイント低い ％前後
・都市部の新規就業は 万人以上












また、 四つの全面 という新たな標語も掲げられている ）。それは 改革の深化、 法
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中国政治・経済の新視点（中津）
お手並み拝見。強権国家体制を死守しつつ、技術立国を実現できるかどうか。中国では今
後、毎年のように構造改革の重要性が力説されることだろう。先端技術の開発の必要性が訴
えられ続けることだろう。しかし、強権体制を維持する限り、課題を達成することはできな
い。できると言うのであれば手本を見せていただきたい。
中国共産党による一党独裁を打破しない限り、深みのある市場経済への脱皮は不可能であ
る。だが一方で、共産党支配が空中分解すれば、中国全土を束ねる力が失われる。共産党に
代わる磁石が必要となる。それが装置としての民主主義であれば問題はないが、現在の中国
に民主主義が定着するには相当程度の努力が必要だ。広大な国土に多数の国民が住む以上、
民主主義の定着はきわめて困難な大事業となる。軍事クーデターが勃発する可能性も否定で
きない。
共産党が雲散霧消すると同時に、中国が分解したそのとき、訪れるのは悲劇なのか、幸福
なのか。周辺諸国や世界にどのような影響を及ぼすのか。中国分解はおそらく世界に混乱を
もたらすだろう。次善の策として共産党独裁を容認するのであれば、中国に真の市場経済が
定着することはない。これを大前提とするならば、中国が日本も米国も超えることは永遠に
不可能である。つまり中国経済のソフトランディングは大いに可能である。しかし、それは
同時に中国経済の高度化を放棄することでもある。
権力闘争と領土拡張─これらに執着する国家に進歩も明るい未来もない。習政権もプーチ
ン政権も、ひいては イスラム国 もその本質は同じ。自滅するだけである。日本はこのよ
うな前近代的な国家群と真剣に向き合う必要はない。日本の地平は最先端技術立国化にあ
る。地平線の彼方を見据えて邁進するのみである。やがては野蛮国家も日本の正しさに気付
くことだろう。
（付記） ロイター通信、時事通信、ブルームバーグなどのニュースソースも適宜利用して
いることをお断りしておきたい。

